予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費　　　
	事業名: 食と農を考える県民運動推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

農政部　農産物流通課　地産地消担当　電話番号：058-272-1111（内2856）

E-mail：c11444@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：900千円（前年度予算額：600千円）
	事業内容


	１　事業の概要

	


　「食」と「農」に対する県民の理解を深め、県民全体で運動を展開して、地産地消活動の定着を図るため、運動の推進母体として平成１９年８月３０日に「岐阜県食と農を考える県民会議」を設置した。

　県内各地域で食と農に関する活動を積極的に展開している農業者等を世話人に委嘱し、県民会議の活動の推進役となっていただいている。

（１）県民会議の活動の中核を担う世話人会の開催

・県民会議の活動方針及び活動計画、実績評価の検討等

（２）普及啓発

　　①地産地消フォーラムの開催

・「地産地消」に関心のある消費者、生産者、事業者等が一堂に会し、講演、事例発表、その後テーマ毎に行う意見交換を通し、岐阜県の「地産地消」を考え、推進する一助とする。

②地域交流会の開催

・世話人の実践活動に参加できる県民会議（世話人）主催の地域交流会を開催し、県民に県民会議の活動を広く知ってもらう。

（３）運動展開

①会員の獲得

【企業・団体】

・「県産品愛用推進宣言の店」「長良川・温泉若女将の会」の店舗、旅館・ホテルの会員登録を働きかけ、会員登録及び会員としての活動を展開。
【消費者】

・「生協会員」、「子育て世代の家族」、「大学生」を主なターゲットとして、会員募集を行う。

・会員になって頂いた方に対して、メルマガ、携帯メルマガを通して、県内の地産地消に関する情報提供を行うとともに、加入企業・団体と連携して「県内朝市・直売所へ積極的に出かけたくなるような企画」等を実施するなど、1人1人が地産地消への取り組みが出来る環境を整える。

　②メールマガジンの配信

・地産地消に関する県内の情報を集約し、会員向けにＰＣ用メールマガジンを配信する（月１回）。

・直近に開催される県内の地産地消イベントなどを紹介する携帯電話向けのメールマガジンを配信する（週１回）。

・メールマガジンの機能（アンケート、ブログ等）を活用し、県民会議と会員間に双方向性を持たせ、地産地消活動に参加しやすい環境作りを促す。

　③ホームページでの情報発信

・県内の地産地消に関する情報や会員の活動情報をホームページに掲載し、県民へのＰＲを行う。

	２　所要経費


（1） 世話人会の開催　　　　359千円
（2） 普及啓発事業　　　　　541千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	600

	要求額
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	900

	２月1日時点
査定額
	900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	900

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民の食と農に対する理解を深めるため、「岐阜県食と農を考える県民会議」を中心に県民運動を展開します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県民会議サポート

登録者数

	535
人・団体
　（H21）
	1,937人・団体
（H22）
	（H  ）
	4,611
人・団体
（H23）
	5,000
人・団体
（H27）
	92.2％


	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	％



	（平成24年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
○地産地消に関する普及啓発活動、県民会議に関するＰＲ活動

　・地域交流会「親子で体感！地産地消交流会」の開催

（9月15日、親子14組36人参加）

　・農業フェスティバルにおける「スパイスで楽しむ地産地消！」の開催

　（10月27日、28日実施。親子144組約300名参加）

　・生協広報誌等を利用したPR活動の実施予定

○地産地消に関する県内情報の収集・提供

　・県内の地産地消に関する情報を集約し、会員向けにＰＣ用メールマガジン

（月１回）、携帯電話向けのメールマガジンを配信（週１回）。

　・県民会議と会員間に双方向性を持たせ、地産地消活動に参加しやすい環境作りを促した。

　・県内の地産地消に関する情報や会員の活動情報をホームページに掲載し、県民へのＰＲを行った。

○会員の獲得

　・地域交流会や農業フェスティバル等において個人会員の募集を行った。

・朝市・直売所に対し、会員へ勧誘するとともに、携帯メルマガを活用したプレゼント企画を実施する予定。

○ぎふの地産地消フォーラムの開催

　・「地産地消」に関する優良事例を交えて相互の情報交換を図り、県民の幅広いネットワークづくりと地産地消の促進を図るためのフォーラムを開催する。

（H25年1月11日開催予定。200名予定）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
広く県民に県民会議についてPRを行うとともに会員登録を呼びかけた結果、平成23年度末には4，611人・組（56団体、96名）であったが、平成24年10月末現在、4,760人（62団体、119名）まで増加させることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	元気な農業・農村づくり、とりわけ、地産地消を推進していくにあたり、行政や農業関係者だけでなく、県民や企業、NPOなど含めた県民協働による活動が重要であり、その推進母体となる「岐阜県食と農を考える県民会議」が実施する普及啓発事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○


	平成21年度の会員数535名に比べ平成23年度末には4,611名へと増加しており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	地産地消に関心のある団体や企業と連携し事業を行うことにより、少ない経費で効果の高い活動を行うことができた（「地域交流会」「スパイスで楽しむ地産地消」など）。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

地産地消活動は、県内各地域・各分野で取り組まれているが、個々の活動に止まっており、県民が広く取り組める環境が整っていない。

地産地消活動を県民運動として盛り上げていくために、地産地消活動を実践している個人や団体、組織と連携し活動するとともに、県民会議の会員（サポーター）として取り込む必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　地産地消フォーラムや地域交流会を通し、幅広く地産地消に関する普及啓発を行うとともに、ターゲットに合わせた会員の獲得に向けた取り組みを行うことにより、県民運動としての機運を高める。



